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イラン要因と原油価格の下落 

原油価格（WTI期近物）は 7月に入り、ギリシャ問題や中国株急落を受けた投資家

のリスク回避姿勢の強まりに加えて、イラン核協議の最終合意が世界的な供給拡大に

つながるとの思惑やドル高を背景に、下落に転じている（第 1 図）。7 月 6 日の原油

価格は、5 日実施のギリシャ国民投票で構造改革受け入れへの反対票が多数となった

ことを受けて、1バレル＝52.53ドル、前日比▲4.4ドルと急落した。13日にユーロ圏

首脳がギリシャ支援に原則合意したことから投資家のリスク回避姿勢は後退したが、

14日のイラン核協議の最終合意を受けて原油価格は下げ足を速め、加えて米国の原油

在庫増加が嫌気され、23日には同 48.45ドルと 4ヵ月振りの安値となった。 

7月 14日、イランと 6ヵ国（国連安保理常任理事国の米国、英国、フランス、ロシ

ア、中国の 5ヵ国＋ドイツ）はイラン核問題に関する「包括的共同行動計画」に最終

合意した。「行動計画」の主な内容は、イランが核開発能力を大幅に制限する代わり

に、国連や欧米による経済制裁は解除されるというものである。同月 20 日には国連

安保理が「行動計画」を承認する決議を採択し、合意履行に向けて進み始めている。 

原油市場にとって最大の注目点は、制裁解除に伴うイランの原油輸出再開の時期と

生産拡大の規模である。制裁解除は 2016 年に実施されるとの見方が多いが、生産拡

大量については不透明である。足元のイランの産油量は、EU のイラン産原油禁輸前

に比べて日量約 100万バレル減少しているが（第 2図）、油田が老朽化していること

から、制裁解除後、直ちに禁輸前の水準に回復するのは困難であろう。イランの生産

拡大は緩やかなペースになるとみられるが、既に市場では、イラン要因は世界の供給

過剰を拡大させるものとして警戒されており、原油価格を押し下げている。今後、制

裁解除の時期や生産動向が明らかになった時にも、原油価格の圧迫材料になり得ると

みられ、引き続き注視する必要がある。 
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（資料）Bloombergより三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

第1図：原油価格（WTI期近物）の推移
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第2図：イランの産油量の推移
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（資料）IEA資料より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

＜2012年7月＞

EU、イラン産原油禁輸を実施

＜2011年12月＞

米国、対イラン経済制裁強化

＜2012年1月＞

EU、イラン産原油禁輸を決定
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照会先：三菱東京 UFJ 銀行 経済調査室  竹島  慎吾 shingo_takeshima@mufg.jp 

                    篠原 令子 reiko_shinohara@mufg.jp 
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